
(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 182,790,145 172,945,922 9,844,223

流動資産合計 182,790,145 172,945,922 9,844,223

 2. 固定資産

(1) 基本財産

定期預金 1,000,000,000 1,000,000,000 0

投資有価証券 12,753,113,000 17,200,323,875 △ 4,447,210,875

基本財産合計 13,753,113,000 18,200,323,875 △ 4,447,210,875

(2) 特定資産

退職給付引当資産 9,030,000 10,940,000 △ 1,910,000

設立４０周年記念助成積立金 60,000,000 60,000,000 0

設立４０周年記念講演会積立金 30,000,000 20,000,000 10,000,000

山田和生先生調査研究助成事業積立金 30,000,000 30,000,000

特定資産合計 129,030,000 90,940,000 38,090,000

(3) その他固定資産

その他固定資産合計

固定資産合計 13,882,143,000 18,291,263,875 △ 4,409,120,875

資産合計 14,064,933,145 18,464,209,797 △ 4,399,276,652

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

流動負債合計 0 0 0

 2. 固定負債

退職給付引当金 9,030,000 10,940,000 △ 1,910,000

固定負債合計 9,030,000 10,940,000 △ 1,910,000

負債合計 9,030,000 10,940,000 △ 1,910,000

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

寄付金 10,000,000 10,000,000

受贈定期預金 1,000,000,000 1,000,000,000 0

受贈投資有価証券 12,633,131,000 17,080,347,875 △ 4,447,216,875

指定正味財産合計 13,643,131,000 18,080,347,875 △ 4,437,216,875

(うち基本財産への充当額) (13,633,131,000) (18,080,347,875) (△ 4,447,216,875)

(うち特定資産への充当額) (10,000,000) (10,000,000)

 2. 一般正味財産 412,772,145 372,921,922 39,850,223

(うち基本財産への充当額) (119,982,000) (119,976,000) (6,000)

(うち特定資産への充当額) (110,000,000) (80,000,000) (30,000,000)

正味財産合計 14,055,903,145 18,453,269,797 △ 4,397,366,652

負債及び正味財産合計 14,064,933,145 18,464,209,797 △ 4,399,276,652

貸借対照表
令和 2年 3月31日現在

科目 当年度 前年度 増減



正味財産増減計算書（１）　　

(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益

基本財産受取利息 112,408,339 128,285,804 △ 15,877,465
基本財産受取配当金 132,966,900 114,998,400 17,968,500

基本財産運用益計 245,375,239 243,284,204 2,091,035
特定資産運用益

特定資産受取利息 240,000 240,000
特定資産運用益計 240,000 240,000

経常収益計 245,615,239 243,284,204 2,331,035
(2) 経常費用

事業費
調査研究助成金 107,000,000 120,000,000 △ 13,000,000
疾患別指定研究助成金 10,000,000 10,000,000 0
国際交流助成金 5,000,000 5,000,000 0
心電学助成金 1,500,000 1,500,000 0
講演会費 17,943,041 17,638,556 304,485
講演会謝金 1,236,447 1,447,817 △ 211,370
図書費 2,090 2,263 △ 173
役員報酬 1,495,791 1,279,153 216,638
旅費交通費 9,573,295 12,793,910 △ 3,220,615
通信運搬費 774,568 640,586 133,982
消耗品費 69,807 △ 69,807
印刷製本費 10,324,274 10,875,109 △ 550,835
諸謝金 1,495,791 783,997 711,794
会議費 4,746,108 5,401,838 △ 655,730
選考委員への謝金 2,561,525 2,505,840 55,685
雑費 1,507,337 396,062 1,111,275

事業費計 175,160,267 190,334,938 △ 15,174,671
管理費

役員報酬 928,422 1,444,205 △ 515,783
出向負担金 14,587,753 17,589,211 △ 3,001,458
退職給付費用 640,000 640,000
福利厚生費 41,589 46,741 △ 5,152
会議費 1,564,929 2,910,628 △ 1,345,699
旅費交通費 1,062,078 2,446,424 △ 1,384,346
通信運搬費 591,355 284,693 306,662
消耗什器備品費 358,800 388,800 △ 30,000
消耗品費 984,980 390,407 594,573
修繕費 302,146 349,176 △ 47,030
印刷製本費 238,635 400,917 △ 162,282
賃借料 2,934,788 2,680,188 254,600
図書費 112,878 98,845 14,033
諸会費 321,350 286,080 35,270
雑費 5,935,046 2,774,434 3,160,612

管理費計 30,604,749 32,090,749 △ 1,486,000
経常費用計 205,765,016 222,425,687 △ 16,660,671

評価損益等調整前当期経常増減額 39,850,223 20,858,517 18,991,706
当期経常増減額 39,850,223 20,858,517 18,991,706

正味財産増減計算書
平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで

科目 当年度 前年度 増減



科目 当年度 前年度 増減

 2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計
(2) 経常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額 39,850,223 20,858,517 18,991,706
一般正味財産期首残高 372,921,922 352,063,405 20,858,517
一般正味財産期末残高 412,772,145 372,921,922 39,850,223

Ⅱ　指定正味財産増減の部
基本財産運用益

基本財産受取利息 111,682,339 127,559,804 △ 15,877,465
基本財産受取配当金 132,966,900 114,998,400 17,968,500
基本財産受取利息(償却原価法) △ 13,125 △ 13,125 0

基本財産運用益計 244,636,114 242,545,079 2,091,035
受取寄付金

受取寄付金 10,000,000 10,000,000
受取寄付金計 10,000,000 10,000,000
基本財産評価損益等

基本財産評価損益等 △ 4,447,203,750 3,620,652,750 △ 8,067,856,500
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 244,649,239 242,558,204 2,091,035
当期指定正味財産増減額 △ 4,437,216,875 3,620,639,625 △ 8,057,856,500
指定正味財産期首残高 18,080,347,875 14,459,708,250 3,620,639,625
指定正味財産期末残高 13,643,131,000 18,080,347,875 △ 4,437,216,875

Ⅲ　正味財産期末残高 14,055,903,145 18,453,269,797 △ 4,397,366,652



財務諸表に対する注記(１)

１. 継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　①満期保有目的の債券・・・・・・

　　　ア．外国債券の仕組債は、原価法によっている。

  　　イ．国債は、償却原価法（定額法）によっている。

　　②株式・・・・・・時価評価法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当なし。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　該当なし。

（４）引当金の計上基準

　　　退職給付引当金…役員等の退職給付に備えて、当期末における退職給付債務に

　　　基づき発生していると認められる額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

　　　リース取引の処理は、賃貸借取引に準じた処理を採用している。

（６）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

　　　該当なし。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券

仕 組 債 5,500,000,000 ― ― 5,500,000,000

株　　式 11,517,808,500 ― 4,447,203,750 7,070,604,750

国　　債 182,515,375 6,000 13,125 182,508,250

　銀行預金 1,000,000,000 ― ― 1,000,000,000

特定資産

 退職給付引当資産 10,940,000 ― 1,910,000 9,030,000
　山田和生先生調査
　研究助成事業積立金 0 30,000,000 ― 30,000,000
　設立４０周年記念
　助成積立金 60,000,000 ― ― 60,000,000
　設立４０周年記念
　講演会積立金 20,000,000 10,000,000 ― 30,000,000

合　　計 18,291,263,875 40,006,000 4,449,126,875 13,882,143,000

財務諸表に対する注記



財務諸表に対する注記(２)

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　投資有価証券

仕 組 債 5,500,000,000 5,500,000,000 ― ―

株　　式 7,070,604,750 7,070,604,750 ― ―

国　　債 182,508,250 62,526,250 119,982,000 ―

　銀行預金 1,000,000,000 1,000,000,000 ― ―

特定資産

 退職給付引当資産 9,030,000 ― ― 9,030,000
　山田和生先生調査
　研究助成事業積立金 30,000,000 10,000,000 20,000,000 ―
　設立４０周年記念
　助成積立金 60,000,000 ― 60,000,000 ―
　設立４０周年記念
　講演会積立金 30,000,000 ― 30,000,000 ―

合　　計 13,882,143,000 13,643,131,000 229,982,000 9,030,000

６．担保に供している資産

該当なし。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし。

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし。

９．保証債務

該当なし。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

科　　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

国債（第３２５回） 62,526,250 63,962,500 1,436,250

国債（第３３１回） 119,982,000 123,048,000 3,066,000
仕組債ドイツ復興金融
公庫 1,000,000,000 1,110,000,000 110,000,000

仕組債ＢＡＣ 1,000,000,000 876,900,000 △ 123,100,000

仕組債フランス電力 1,000,000,000 748,300,000 △ 251,700,000

仕組債ＧＳＩ 1,000,000,000 971,300,000 △ 28,700,000

仕組債ＧＳＩ 1,000,000,000 872,550,000 △ 127,450,000

仕組債ＪＰモルガン 500,000,000 446,605,000 △ 53,395,000

合　　計 5,682,508,250 5,212,665,500 △ 469,842,750



財務諸表に対する注記(３)

１１金融商品の状況

（１）金融商品に対する基本方針

　　　当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債権、株式、

　　　仕組債により資産運用する。

　　　当法人が利用する仕組債は、基本財産運用規程に基づき取引を行い、投機目的の

　　　デリバティブ取引は行わない方針である。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　　投資有価証券は、債権、株式、仕組債であり、発行体の信用リスク、市場リスク

　　（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　　なお、投資有価証券には、リスクが高いものとして、中途解約が著しく制約されて

　　　いることにより、満期到来までに資金化することが極めて困難な流動性に乏しい

　　　債権（仕組債）５５億円が含まれている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　① 基本財産運用規程に基づく取引

　　　金融商品の取引は、当法人の基本財産運用規程に基づき行う。

　　② 信用リスクの管理

　　　債権及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、

　　　理事会に報告する。

　　③ 市場リスクの管理

　　　株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

１２補助金等の内訳並びに交付者、登記の増減額及び残高

該当なし。

１３基金及び代替基金の増減額及びその残高

該当なし。

１４指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　　額

経常収益への振替額

　　基本財産受取利息 111,682,339

　　基本財産受取配当金 132,966,900

合　　計 244,649,239

１５関連当事者との取引の内容

該当なし

１６重要な後発事象

該当なし。

内　　容



付属明細書

１． 基本財産及び特定資産の明細

２１ページの財務諸表に対する注記４に記載のとおり。

２． 引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 10,940,000 640,000 2,550,000 0 9,030,000

期末残高

附属明細書

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額



財産目録

（単位:円）

場所・物量等 使用目的 金額

（流動資産）

現　　　金 現金手許有高 運転資金として 101,605

預　　　金 三菱UFJ銀行大津町支店 運転資金として 164,265,137

預　　　金 みずほ銀行名古屋営業部 運転資金として 18,423,403

182,790,145

（固定資産）

　基本財産 預　　　金 三菱UFJ銀行大津町支店
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券
円建仕組債ドイツ復興金
融公庫

公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＢＡＣ
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債フランス電力
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＧＳＩ
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＧＳＩ
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＪＰモルガン
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 500,000,000

投資有価証券 国債第３２５回
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 62,526,250

投資有価証券 国債第３３１回
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 119,982,000

公益目的保有財産の共用財産であり、５０．０％の運用
益を助成事業、講演会開催事業、調査事業、に使用して
いる。

3,535,302,375

公益目的保有財産の共用財産であり、５０．０％の運用
益を管理目的として管理費に使用している。 3,535,302,375

特定資産
退職給付引当
資産

みずほ銀行名古屋営業部 退職給付引当金見合の引当資産として計上している。 9,030,000

山田和生先生調査
研究助成事業積立
金

三菱UFJ銀行大津町支店
調査研究助成事業積立金であり、特定費用準備資金であ
る。 30,000,000

設立４０周年
記念助成積立金

大和ネクスト銀行
設立４０周年記念助成積立金であり、特定費用準備資金
である。 60,000,000

設立４０周年
記念講演会積立金

大和ネクスト銀行
設立４０周年記念講演会積立金であり、特定費用準備資
金である。 20,000,000

設立４０周年
記念講演会積立金

みずほ銀行名古屋営業部
設立４０周年記念講演会積立金であり、特定費用準備資
金である。 10,000,000

13,882,143,000

14,064,933,145

（流動負債）  　

　流動負債合計 0

（固定負債）

退職給付引当金 役員等の退職給付債務を引当てている。 9,030,000

　固定負債合計 9,030,000

　負債合計 9,030,000

　正味財産 14,055,903,145

　固定資産合計

　資  産  合  計

 　財 　産　 目　 録　 
令和２年３月３１日現在

貸借対照表科目

  流動資産合計

投資有価証券
㈱スズケン株
　1,796,850株
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